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Ⅰ は じ め に

（1）問題意識
今から半世紀以上前に国際連合が 1967年を「国際観光年」と決議し，そのスローガ
ンを「観光は平和へのパスポート（Tourism, Passport to Peace）」と定めたことを契機と
して，このフレーズやそこから派生した「観光は平和産業である」という表現は観光業
界ではごく一般的に用いられてきた。しかし，その当時観光行政を担っていた運輸省の
『運輸白書』では，観光行政についての報告部分の「第 1章 国際観光年を迎えて」の
中で国連の決議を引用しながら「世界各国の人々の相互理解を推進し，種々の文明の豊
かな遺産に対する知識を豊富にし，また異なる文明の固有の価値をより正しく感得させ
ることによつて世界平和の達成にも大きな役割を果たすもの」（運輸省 1968）と観光の
意義を述べているものの，そもそもどのような根拠に基づいて「観光は平和へのパスポ
ート」と言えるのかについては明確にしていない。国際的な観光客の往来が盛んになっ
────────────
１ 本稿のⅠ章およびⅡ章は，日本観光研究学会第 33回全国大会（2018年 12月 16日，跡見学園女子大
学）において報告した「訪日外国人観光客に対する住民の態度に関する一試論－海外旅行経験による寛
容性の涵養－」（『第 33回日本観光研究学会全国大会学術論文集』pp.129-132）の 1章および 2章に大
幅に加筆し修正したものである。
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て異文化間交流が促進されれば世界平和につながるに違いない，というのがこの時代に
おけるごく素朴な見解だったのかもしれないが，現代の観光の現場で日々見られるの
は，残念ながらそのような牧歌的な風景ばかりではない。
2018年の訪日外国人旅行者は 3,119万人（前年比 250万人増）と過去最高を更新し，
東日本大震災の翌年である 2012年から 7年連続で増加し，年間旅行者数はその間に 5

倍にもなった（日本政府観光局 2019）。長期的な出生率の低迷によって日本の人口は
2015年の 1億 2,709万人から 30年後の 2045年には 1億 0,642万人へと大きく減少する
ことが予測されている（国立社会保障・人口問題研究所 2018）なか，さらなる外国人
旅行者の来訪による日本経済の活性化への期待は大きく，日本政府は 2016年に策定し
た「明日の日本を支える観光ビジョン」において，訪日外国人旅行者数を 2020年には
4,000万人，2030年には 6,000万人へとさらに増加させるという目標を掲げている（明
日の日本を支える観光ビジョン構想会議 2016）。
国際観光客到着者数の世界ランキングの上位常連国においては，毎年の外国人旅行者
数が自国の人口を上回る水準にあることは珍しくない。例えばフランスでは 2017年に
人口 6,677万人に対して 8,692万人の来訪があり，スペインでは人口 4,657万人に対し
て 8,179万人となっている（UNWTO 2018）。このことを念頭に置けば，人口の 30％も
しくは 50％程度の外国人旅行者の誘致を目指しているという上記の日本政府の目標数
値自体は荒唐無稽なものとは言えない。しかし，その増加のスピードが非常に急激であ
るために，外国人観光客が好んで訪れる観光地ではここ数年様々な変化が目立つように
なっている。例えば，駅やバス・電車内の混雑，飲食店や小売施設での行列，ゴミの増
加といったような，物理的に観光地が許容できる水準以上に観光客が集中して来訪する
ことによって生じる状況に対して，「オーバーツーリズム」という表現が観光庁の報告
書でも使われたり（観光庁持続可能な観光推進本部 2019），一般マスメディアの記事の
見出しにも登場するなど（京都新聞 2019年 6月 19日記事；日本経済新聞 2019年 7月
30日社説など），観光地に居住する住民の生活への影響がすでに顕在化しているという
認識が急速に広まっている。
また，観光客数の増加だけに起因するのではなく，様々な新しいサービスの登場や情
報環境の変化に伴って外国人観光客の旅行スタイルが多様化していることも，彼らの存
在が観光地の住民に従来に増してひときわ意識されることにつながっているだろう。団
体で観光バスに乗って定番の観光名所を巡ったり外国人観光客向けの土産物店で買い物
したりするような以前は主流であった旅行スタイルだけでなく，スマートフォンを片手
にリアルタイムで情報収集をしながら地元住民に人気の飲食店に行列したり，家電量販
店やドラッグストアやコンビニエンスストアのようなもともと日本人が日常的に利用し
ていた店舗で買い物したり，民泊やゲストハウスを利用するために大きなキャリーバッ
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グを曳きながら住宅地を歩いたりするような旅行スタイルが見られることも，例えば京
都のような外国人観光客の多い観光地においてはここ数年で全く珍しくなくなった。つ
まり，最近では観光客と地元住民が同じ飲食店へ行ったり同じ交通機関を利用したりし
て時間と場所を共有することが頻繁に起きており，そうした接点を日常的に持つ地元住
民にとっては，店内での会話で大きな声を出したり大きな荷物を持って電車や路線バス
に乗車するといったような日本人にとっては「マナー違反」と感じられるような好まし
くない外国人観光客の振舞いが目につくと感じる機会が増加していると言える。
前者のような観光客数の増加と特定の場所への集中に起因する問題については，観光
客をいわゆる「定番」の観光スポット以外のところへ地理的に分散させたり，一日の中
で昼間だけでなく早朝や夜へと時間的に分散させたり，一年の中で季節的な分散をはか
ることにつながる施策を行うことが必要であろう。また，後者のような観光客の振る舞
いに由来する問題については，日本で一般的とされるマナーなどについての外国人観光
客に対してのより一層の啓蒙活動が望まれるだろう。しかし，現状では日本を訪れる外
国人観光客のおよそ 4割は初来日である（国土交通省観光庁 2018）。そのため，外国人
観光客の側だけに行動変容を促す対策のみによってこうした問題の解決を頼るのには限
界がある。
日本が今後，毎年数百万人単位での訪日外国人観光客の増加を目指すのであれば，む
しろ外国人観光客が来訪する地域に居住している住民の側，特に彼らの観光客に対する
態度に着目する必要がある。観光客の来訪による観光地住民の生活への影響とは，結局
のところ，そこに居住する住民自身が観光客の存在をどのように認知しどのような態度
を形成するのか －肯定的なのか，否定的なのか－ によって規定されるものであるか
らである。つまり，ある人の生活圏に来訪する観光客が以前よりも増加した場合に，そ
の人が「にぎやかになった」とポジティヴに受け止めれば問題視されず，逆に「うるさ
くなった」とネガティヴに受け止めるのであれば問題視されることになる。客観的には
同じ状況として観察されるものも，住民ひとりひとりによる主観的な認知と態度によっ
て全く異なった捉え方がされるのである。

（2）従来の研究アプローチ
観光地に居住する住民の態度については，1970年代からすでに半世紀近くにわたっ
て数多くの研究がなされてきた。Sharpley（2014）や佐々木（2006）がそれらについて
の優れた包括的なレビューを行っているのでここでは詳述しないが，厳密に言うとそれ
らの多くは，観光産業（tourism industry）や観光開発（tourism development）といった
言葉で表現される観光のより大きな枠組みに対する住民の態度に注目したものである。
それらの実証研究で用いられる質問項目の文言を仔細に見ると，観光産業がある地域に
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進出してくることや開発が行われることの是非についての住民の反応を明らかにするこ
とに主眼が置かれており，本研究が特に関心を寄せている観光客（tourists）に対して示
される住民の態度に特に焦点を絞った研究は多いとは言えない。
観光地住民の態度を理解するための理論的な研究アプローチとして現在に至るまでに
主流となっているのは，Ap が 1992年に提唱した，社会心理学の理論である社会的交
換理論（social exchange theory : Thibaut and Kelley 1959）によって説明しようとする一
連の研究である（Ap 1992 ; Nunkoo and Ramkissoon 2012など）。社会的交換理論では，
人間の社会的行動を他者との「行動の交換」を通して互いに影響しあう過程とし，その
交換に際して投入する費用と得られる報酬を差引した利益の主観的な判断によって，自
分にとっての利益を生むことはポジティヴに評価し，自分にとっての利益を産まないこ
とについてはネガティヴに評価する，とするものである。つまり，単純化を恐れずに言
えば，観光地の住民の観光客や観光開発に対する態度は，観光によってもたらされる
様々な影響が自分の利益と認知されるかどうかによって規定される，という考え方であ
る。例えば，本人や家族の観光産業への経済的依存の度合い（Haley, Snaith and Miller
2005）や自宅から観光地の中心部への物理的な距離（Jurowski and Gursoy 2004）によっ
て態度が異なるかどうかといったことがこれまでに検討されてきた。
しかし，Ap（1992）の公刊以降に多くの実証研究が積み重ねられた結果，社会的交
換理論の有用性は認められつつも，それだけでは十分に観光地の住民の態度を説明する
ことができないという指摘もされるようになってきた（Sharpley 2014 ; Ward and Berno
2011 ; Woosnam, Draper, Jiang and Aleshinloye 2018）。その理由としては個々の研究が分
析対象とした観光地住民が置かれた状況によって様々なことが挙げられるであろうが，
そもそも社会的交換理論が前提とする人間観－人間は合理的に判断する存在であり，自
分の利益を追求する存在である－が，日常的に観光客に接する機会の多い住民について
は必ずしも当てはまるとは限らないのかもしれない。つまり，観光地住民の多くにとっ
て観光客が来訪することによってもたらされるポジティヴな影響を直接感じる機会はあ
まりない一方，ネガティヴな影響は日常的に目につきやすいために，必ずしも合理的に
「損得計算」が行われるとは限らないのかもしれない。
そのほかにも，接触効果（contact hypothesis : Allport 1954）による理論的説明を検討
したもの（Tomljenovic 2010 ;Ward and Berno 2011）や社会的表象理論（social represen-
tations theory : Moscovici 1963）による解釈を試みたもの（Fredline and Faulkner 2000 ;
Pearce, Moscardo and Ross 1996）などいくつかのアプローチが提案されているが，観光
地住民の態度の形成や変化について適切に説明しうる理論に関する議論はいまだ一致し
ていないのが現状である。
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（3）本稿の視座と構成
そこで，本稿では新たな理論的アプローチを提案したい。
世界的に見ても特に 21世紀に入って以降に国際観光客が急増しており，国連世界観
光機関によると，2018年の国際観光客到着者数は 14億人で（UNWTO 2019），2030年
には 18億人に達すると予測している（UNWTO 2018）。訪日外国人旅行者数の急増の陰
に隠れてほとんど注目されていないが，法務省「出入国管理統計」の各年版によると，
日本人海外旅行者数も 2015年以降は増加傾向にあり，2018年には過去最高の 1,895万
人を記録している。そのように多くの人にとって観光旅行が当たり前の行動となった現
在では，観光地に居住する住民自身も観光客として他の国や地域へ来訪し，現地で様々
な行動をしその地の住民と接点を持つ場合がある。そうした住民自身の観光客としての
旅行経験の多寡や内容，あるいはその経験から得られる様々な認知が，観光地の住民と
して観光客を迎える際の態度に影響する可能性はないだろうか。
本稿ではこの視座に立って，まずは住民の過去の旅行経験に基づくアプローチをとっ
た観光行動研究による知見を概観する。その上で，社会心理学における集団間関係につ
いての理論である社会的アイデンティティ研究（social identity perspective : Tajfel and
Turner 1973 ; Turner, Hogg, Oakes, Reicher and Wetherell 1987）を用いて検討し，海外旅
行経験による交差カテゴリー化という手法によって観光地住民の外国人観光客への態度
をポジティヴに変化させる可能性について言及する。最後に，本稿の小括と次稿の展望
を述べる。

Ⅱ 住民の過去の旅行経験に着目した先行研究

（1）Tourism Use History という研究枠組み
観光行動研究において，人々の過去の旅行経験に着目した研究はこれまでにも存在す
るが，その多くはその人自身の以降の観光行動への影響について検討したものであり
（Huang and Hsu 2009 ; Pearce and Lee 2005 ; Sönmez and Graefe 1998など），つまりこ
れらは観光客として再び同じ立場に立つ場合を想定したものである。他方，比較的数は
少ないものの，観光客としての経験と観光地の住民として自分の地域に観光客を迎える
際の態度との関係を検討した研究も，この 10年ほどの間にいくつか登場している。
おそらくそうした研究の嚆矢として挙げられるのは，1980年代前半のアウトドア・
レクリエーション研究において参加するレクリエーションのタイプや頻度などによって
参加者を分類した Experience Use History（EUH）という枠組みを援用して考案された，
Tourism Use History（TUH）を用いた研究である（Draper, Woosnam, and Norman 2011）。
もともと EUH は，レクリエーション参加者の現在そして今後の行動や意図，満足度，
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さらにアウトドア資源の管理に対するサポートの認識などをよりよく理解するための枠
組みとして提唱されたもので，川遊びをする人々（Schreyer, Lime, and Williams 1984）
やゴルファー（Petrick, Backman, Bixler and Norman 2001），鱒釣りをする人々（Ham-
mitt, Backlund and Bixler 2004）などの様々なレクリエーション参加者に対する研究に用
いられてきたものである。Draper et al.（2011）はこうした EUH の枠組みを参考に，米
国サウスカロライナ州の 2つの郡の住民を対象として地域内での観光開発の担い手と自
治体の役割に関する調査を実施し，過去 2年間の米国内での郡外への日帰り・宿泊旅行
の頻度と訪問地の数，そして外国旅行の有無によって回答者を分類し，その枠組みを
TUH と名付けた。
Draper et al.（2011）の調査結果から明らかになったのは，旅行経験が相対的に多い住
民は他の観光地がいかにして地域全体に観光の恩恵をもたらしつつネガティヴなインパ
クトを抑えているかを理解している一方で，旅行経験が相対的に少ない住民は観光のポ
ジティヴなインパクトの存在やネガティヴなインパクトを抑える方法に気づかない傾向
にあることであった。つまり，この研究によって，居住する地域で行われる観光に対す
る態度が自身の過去の旅行行動によって説明できる可能性が示されたと言える。また，
住民の態度を検討する上で，観光客と住民の間の「連帯感（emotional solidarity）」の重
要性についても示唆された。（これについては次の（2）節で改めて取り上げる。）
さらに，TUH を再び研究の枠組みとして Woosnam et al.（2018）が米国テキサス州ヒ
ューストンで行なった調査においても，旅行の頻度が高い住民ほど観光開発を支持する
という結果が得られ，特に過去 2年間に外国旅行の経験がある住民は経験のない住民よ
りも観光開発への支持の度合いが強いことが明らかになった。
これらの国内・国外旅行の頻度や訪れた旅行先の数をもとにした研究成果から示唆さ
れたのは，観光地に居住する住民の旅行経験が増えるほど訪れる観光客に対する住民の
態度がポジティヴであるという相関関係が見られるということであった。

（2）「連帯感」という概念
前節（1）で取り上げた TUH は旅行の頻度と訪問地の数という客観的に測定可能な
変数によって回答者を分類するものであるが，TUH を用いた上記の 2つの研究
（Draper et al. 2011 ; Woosnam et al. 2018）の両方にかかわる Woosnam は，調査の回答
者が主観的に感じる「連帯感」に着目した研究も一方で進め，この概念の精緻化を行っ
ている。Woosnam（2012）によると，地元住民と観光客との間の心理的なつながりを
意味する「連帯感」とは，信念や行動を共有することや他者と対話することなどから生
じるものとされ，「歓迎的であること（welcoming nature）」「情緒的な近さ（emotional
closeness）」「共感のある理解（sympathetic understanding）」の 3要因で構成される（表

６２（ 504 ） 同志社商学 第７１巻 第３号（２０１９年１１月）



－1）。これまでにこの概念を用いた研究として，住民と観光客の比較（Woosnam 2011）
や，観光と観光開発に対する住民の態度の測定（Woosnam 2012）などがある。

表－1に示した尺度項目の文言では明示的でないが，Woosnam, Norman and Ying
（2009）で示された尺度開発に先立つ観光地の住民のフォーカスグループインタビュー
では，来訪者に対する好感や共感が語られる際に「私たちはみんな‥私たちのほとんど
は，ある時には観光客だったんだ。」（p.251, l．左 32-33），「（観光客は）私たちみたい
な人たちだ。彼らは私たちが好むものを好んでいる‥彼らがここにいるのと同じ理由で
私たちはここにいるのです。」（p.251, l．右 5-6）といった発言が記録されている。ここ
から推測されるのは，このように住民が過去の旅行経験に基づいて自分たちと来訪者と
を重ね合わせて類似性を見出すことが彼らの感じる「連帯感」の前提条件となっている
ことである。これは，Byrne and Nelson（1965）が提唱した，態度や様々な属性（人
種・性別・学歴・性格など）に類似性が感じられるほど好意が引き起こされるいう類似
性－魅力仮説（similarity-attraction hypothesis）とも符合する。

（3）議論：接触効果の先の集団間関係理論へ
本章ではここまでに，観光客に対する住民の態度と住民自身の過去の旅行経験との関
係に注目した先行研究をレビューしてきた。過去の旅行経験がその人自身のそれ以降の
観光行動に影響することはすでに多くの研究で指摘されていることであるが，前述の
TUH と「連帯感」を用いた一連の研究の白眉は，過去の旅行経験がその人自身が居住
する地域で行われる観光についての認知や態度にも影響することを示唆した点にある。
TUH では客観的に測定可能な旅行の頻度と訪問地の数を独立変数としている一方で，
「連帯感」を用いた研究では住民の主観的な認知に依拠する変数を考慮しているという

表－1 「連帯感」の尺度（Woosnam 2012）

歓迎的であること（welcoming nature）
私は○○（地名）への来訪者がいることを誇りに思う
私は○○への来訪者からコミュニティーが利益を得ていると感じる
私は来訪者が地元経済に貢献していることに感謝する
私は○○への来訪者を公平に扱っている

情緒的な近さ（emotional closeness）
私は○○でこれまでに会った来訪者のうち何人かに親しみを感じたことがある
私は○○への来訪者のうち何人かと友達になったことがある

共感のある理解（sympathetic understanding）
私は自分と○○への来訪者とを重ね合わせることがある
私は○○への来訪者と多くの共通点を持つ
私は○○への来訪者に対して好意を感じる
私は○○への来訪者のことを理解できる

（「1＝全くそう思わない」～「7＝とてもそう思う」の 7段階評価）
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違いはあるが，どちらも観光地住民による観光客に対する認知や態度を住民自身の過去
の旅行経験に基づいて理解しようとする点においては同様であると言える。
さらに，これらの先行研究の結果が含意することとしては，観光地住民の観光客に対
する態度をより良いものにするためには，先にⅠ章（2）節で少し触れているが，これ
までにその方策として Tomljenovic（2010）や Ward and Berno（2011）などが言及して
いた接触仮説の枠組みで捉えるのでは不十分であるということである。社会心理学にお
いて 1950年代に人種差別や偏見を解消する方法として Allport（1954）が提唱した接触
仮説では，集団間の偏見や差別は相手集団に対する知識の欠如が関わっているので，異
なる集団のメンバーがより多く接触することによって両者の理解が促進されて関係が改
善されるとする。但し，接触回数が増えても必ずしも効果がない場合やかえって偏見や
敵意を強めてしまう場合もあり，接触仮説が有効に機能するためには複数の適切な条件
を備えた接触に限られるとされている。特に重要な条件として Allport 自身が挙げてい
るのは，両者の地位が対等であること，目標の共有と協力がはかられること，法律や制
度，規範による支持と強制，十分な頻度と期間と内容を伴った親密な接触，である（浅
井 2011）。しかし，観光地における住民と観光客の接触の機会においてはそのいずれも
が十分に担保されているとは考えにくく，結果として本章の前節までに見てきた先行研
究においても住民の観光客に対する態度は均質ではなく，むしろ住民自身の過去の旅行
経験との関連が指摘されている。
このように，観光地住民の観光客に対する態度に関しては接触仮説は有効ではないこ
とが示唆されたが，差別や偏見といった広く一般の集団間関係に見られる事象を研究対
象としてきたこれまでのそれ以外の社会心理学の知見を本研究に活かすことはできない
だろうか。というのは，住民が観光客に対して抱く「連帯感」に基づく研究（Woos-
nam 2011, 2012 ;Woosnam et al. 2009）では，住民が観光客を自分に近い存在，あるい
は自分と重ね合わせることができる存在と感じるかどうかという点が，観光客に対して
ポジティヴな態度を取るかどうかに影響すると強調されていた。しかし，筆者が知る限
り信頼できる明確な調査結果は存在しないものの，現在の日本の観光地において訪日外
国人観光客が好ましくない振舞いをしていると住民が感じる機会が増加しているのであ
れば，住民が観光客を自分と似た者であると感じたり同一視する（さらにそのことから
「連帯感」を感じたり好意を抱くようになる）のとは全く逆の方向に事態が進行してい
るだけでなく，集団としての外国人観光客に対する偏見やネガティヴなステレオタイプ
が生じつつあるようにも感じられるからである。
ここで，日本を訪れる外国人旅行者の国・地域別の割合を見ると，2003年以降一貫
して近隣の東アジア（中国・韓国・台湾）からの来訪者が 50％を超えて増加傾向にあ
り，2018年には 66％にまで達しているという状況である（日本政府観光局 2019）に
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もかかわらず，日本人は東アジアからの観光客に対してあまり親しみを感じていないと
いう調査結果がある。Thyne, Watkins and Yoshida（2018）が 1,569人の日本人を対象に
して 4つの国・地域（中国・台湾・アメリカ・オーストラリア）から訪れる観光客に対
して感じている社会的距離（social distance）を調査したところ，回答者は中国人観光客
に対して最も社会的距離を感じていて，次いで台湾人観光客，そしてアメリカとオース
トラリアからの観光客に対しては相対的に親しみを感じているという結果であった。つ
まり，東アジアからの観光客は地理的な近接性からすでに訪日客の多数を占めていて，
今後もさらに来訪の増加が予測される状況であるにもかかわらず，日本人は彼らに対し
て社会的距離を比較的遠く感じており，自分に近い存在とは感じられていないと言え
る。このことは，決して看過できない問題である。
そこで次章において，現在の社会心理学における集団間関係研究の中心のひとつであ
る社会的アイデンティティ研究を参照しながら，住民自身の過去の旅行経験との関連を
踏まえた新たなアプローチを提案することとする。

Ⅲ 社会的アイデンティティ研究に基づく提案

（1）社会的アイデンティティ研究とは
社会心理学における集団間関係に関する古典的な理論では，自分が属する集団（内集
団）とそれ以外の集団（外集団）の実際の葛藤や対立が相手への敵意や偏見を生み出す
とされてきた。例えば，1960年代に示された現実的葛藤理論（realistic conflict theory）
では，偏見は領土や資源などをめぐる直接的な利害の対立がある集団間に生ずることを
想定している（Sheriff 1967）。しかし実際には，自分が属する集団と直接的な葛藤状態
にない外集団に対して否定的な印象を抱く場合も多い。このことについて，人は物質的
な利益のためだけでなく名誉や誇りといった精神的利益のためにも争う場合があると想
定したのが，1970年代半ばから後半にかけて Tajfel と Turner が定式化した社会的アイ
デンティティ理論（social identity theory）である。
Tajfel and Turner（1979）は，自己概念は個人的アイデンティティと社会的アイデン
ティティから構成されるとし，社会的アイデンティティはまずカテゴリー化から始まる
とする。カテゴリー化とは何らかの基準を用いて自分を取り巻く人々を，例えば「日本
人」と「外国人」，または「旅行を好む人」と「旅行を好まない人」，といったようなま
とまりに分けて，自分と同じ集団（内集団）に属するのか異なる集団（外集団）に属す
るのかという分類をすることである。そうすることによって，内集団については好意的
な評価や協力行動をする一方で，外集団については非好意的あるいは対立的な態度をと
るようになる。つまり，このようなカテゴリー化が行われることによって，自分の所属
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集団が「うちの集団」として自身のアイデンティティの一部になり，社会的アイデンテ
ィティが形成される。社会的アイデンティティ理論はこのように集団間葛藤や集団間差
別を説明する。
この社会的アイデンティティ理論から発展して，個人の集団内行動についても説明す
ることを試みたものが Turner et al.（1987）が提唱した自己カテゴリー化理論（self-
categorization theory）であり，これは個人が心理的集団の一員となるメカニズムを明ら
かにした研究と言える（柿本 1997）。この理論では，社会的カテゴリー化によって形成
される内集団・外集団という区分は，誰もが客観的に判断することができるような区分
（例えば，生物学的な性別）とは限らず，心理的あるいは恣意的に行われるものも含む
ため，その時々の状況によってある人が何を自分にとっての内集団とし何を外集団とす
るかは変わりうるものであるとする。この自己カテゴリー化理論と社会的アイデンティ
ティ理論とを併せて広く社会的アイデンティティ研究と呼ばれており（Hogg and
Abrams 1988；柿本 2010），それらにおいては自分がどの集団に属しているとするか，
という自分に対するカテゴリー化，すなわち社会的なアイデンティティの認知が重要で
あると主張されている。
このような社会的アイデンティティの過程には，主に次の 3つの特徴があるとされて
いる。第一に，「仮想類似性効果（assumed similarity effect）」と呼ばれるもので，自分
と内集団のメンバーが類似していると思い込むことである。第二に，「内集団ひいき効
果（ingroup favoritism effect）」と呼ばれるもので，内集団のメンバーをより友好的に評
価して彼らの行動も好意的に解釈するものである。第三に，「外集団同質性効果（out-
group homogeneity effect）」と呼ばれるもので，外集団のメンバーは皆同じであるとステ
レオタイプに沿った過度の一般化に基づいて知覚することである。
したがって，ひとは内集団に対して特別に肯定的な態度を示す一方で，自分にとって
馴染みのないものや異質なものとの接触や自分とは異なる集団（外集団）に属する人と
の交流に対して否定的感情や不安を抱きやすいと言える。また，相手の所属集団が意識
されると「○○集団の人だからこうだろう」というステレオタイプ的な期待が生じ，そ
れに合致するところばかりが目につくようにもなりやすい。このことから訪日外国人が
多く来訪する観光地の住民は，外国人観光客を外集団と捉えていったん「彼らはマナー
が悪い」と認知すれば，その認知を強化するような事象にことさら目が向きやすくな
る。また，こうしたステレオタイプもしくは偏見は，一度出来上がると容易には変わら
ずに維持されやすいという特徴があり，たとえ自分のステレオタイプに合致しない反証
を知る機会があっても例外とみなして，ステレオタイプ自体はなかなか変化しないこと
が多い。

６６（ 508 ） 同志社商学 第７１巻 第３号（２０１９年１１月）



（2）海外旅行経験による交差カテゴリー化
前述のとおり，社会的アイデンティティ研究によると，人は自分や周りの人々を様々
な集団やカテゴリーに所属していると認知するが，どのような基準で内集団・外集団を
分けるのかや，どのカテゴリーを特に強く意識するのかは状況に応じて変化しうるもの
である。そのことから，集団間差別に繋がるようなある特定のカテゴリーの顕現性を低
下させて偏見を低減させるためには，別のカテゴリー区分を意識させたり，カテゴリー
を横断するような別のカテゴリーにおける自身の役割を意識させることによって，もと
もとの内集団と外集団の区分自体を変容させることが有効であるという考えに基づい
て，集団や社会的カテゴリーを離れた個人的存在として外集団のメンバーと関わるこ
と，つまり個人と個人として接触することによってカテゴリーをなくすことを強調する
「脱カテゴリー化」（decategorization : Brewer and Miller 1984）や，内集団と外集団の両
者を包含するより大きな上位カテゴリーを構成しようとする「再カテゴリー化」（re-
categorization : Gaertner, Dovidio, Anastasio, Bachman and Rust 1993）といった主張がな
されるようになった。
こうした偏見低減モデルのひとつとしてこれまで提案されているもののひとつして，

「交差カテゴリー化」（cross categorization）がある（Crisp and Hewstone 2000 ;Markus-
Newhall, Miller, Holtz and Brewer 1993）。交差カテゴリー化とは，集団間の対立軸とな
っている次元（例：黒人 vs. 白人）とは別の次元（例：男性 vs. 女性）を意識させるこ
とで，対立が激しい次元の顕現性を低減させるというものである。内集団と外集団を横
断するような新たなカテゴリーを設定することで，最初に意識されていたカテゴリー集
団内の主観的類似性とカテゴリー集団間の主観的差異性の認知が低下し，自分と共通す
るカテゴリー属性が増えることによって対象への好意度が増すとされている。
これを，訪日外国人観光客が多く来訪する観光地住民に当てはめて考えてみたい。

「自分たち地元住民」と「彼ら観光客」，または，「自分たち日本人」と「彼ら外国人」
というカテゴリー化によって，住民による外国人観光客に対するステレオタイプ的なネ
ガティブな見方が加速しているのだとすれば，それを住民自身と外国人観光客に共通す
る何か別の属性によって交差カテゴリー化を図ることによって，低減させることができ
るのではないだろうか。もちろん外国人観光客ひとりひとりはそれぞれ違った様々な職
業や趣味や嗜好を持つ人々であろうが，日本を旅行中の彼らに共通して存在する属性と
しては当然，「観光客」もしくは「異文化を楽しむために旅行する外国人観光客」とい
うことになる。ということは，住民の側も「観光客」という属性が自分の社会的アイデ
ンティティとして重要であると認知しているのであれば，同じ内集団の仲間として外国
人観光客をポジティヴに捉えられるようになるのではないだろうか。本稿のⅡ章（2）
節で紹介した，Woosnam et al.（2009）のインタビュー調査で来訪者に対する好感や共
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感が語られる際に「私たちはみんな‥私たちのほとんどは，ある時には観光客だったん
だ。」（p.251, l．左 32-33）といった発言が挿入されているのは，発言者がこうした社会
的認知を持つに至っているということの証左であろう。過去に豊富な旅行経験を持つ人
は旅行へ行くという選択を過去に何度も行って，金銭や時間といった自分にとって限ら
れた資源を旅行に配分することを厭わなかった人である。そのため，基本的に旅行とい
う行動から得られる経験に対してポジティヴな価値を認めていると考えられる。そのよ
うな人にとっては，他国や他地域からやって来た観光客に対して自分のときと同じよう
に旅行を通じてよい経験をしてほしいと感じるのは自然なことなのかもしれない。
したがって本稿では，これまで述べてきた社会的アイデンティティ研究の知見に基づ
いて，訪日外国人観光客に対する観光地住民の態度をポジティヴなものに変化させるた
めの方策の一つとして，このような海外旅行経験に基づく交差カテゴリー化というアプ
ローチを提案したい。もちろん，ひとは多様な社会的アイデンティティを同時に持つ。
その中で，「観光客」または「異文化を楽しむために旅行する外国人観光客」を自らを
帰属させるカテゴリーとしてとりわけ強く顕現化させて，自らの社会的アイデンティテ
ィとして特に強く自認するに至るには，その人が自分の過去の海外旅行経験に対して非
常にポジティヴな価値を見出していることが必要であろうことを踏まえると，このよう
な交差カテゴリー化が観光地住民の誰しもに容易に行えることではないかもしれない。
しかし，外国人旅行者を自分たちとは相容れない外集団と捉えているからこそ，彼らの
様々な行動に対してネガティヴな印象を持ってしまうのであれば，そのカテゴリー区分
を変化させることによって彼らが自分と同じ内集団のメンバーと認知し自分たちの仲間
として「内集団ひいき効果」がはたらくようにすることこそが，その見方をポジティヴ
に転換することができる数少ない方策のひとつなのではないだろうか。住民自らも訪れ
た外国の異文化社会においては自分自身が異質な存在であり，必ずしも旅行先で常にそ
の場の文化的コンテクストに適切な振る舞いができるとは限らないという自己認識を海
外旅行経験を通じて得ていれば，もし外国人観光客が日本では「マナー違反」とされる
ような行為を行っても寛容な目で見ることができるのではないだろうか。

Ⅳ 小 括

本稿は，昨今の訪日外国人観光客の急増によって引き起こされる問題に関して観光地
住民の観光客に対する態度に着目することを出発点とした。住民自らの過去の旅行経験
と来訪する観光客への態度との関係についての先行研究をレビューした上で，社会心理
学における集団間関係についての中心的な研究のひとつである社会的アイデンティティ
研究によって観光客に対する地元住民の態度をどのように理解できるかを検討した結
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果，住民の過去の海外旅行経験によって新たに「観光客」というカテゴリーによる社会
的アイデンティティの顕現化をはかることが，訪日外国人観光客に対する見方をポジテ
ィヴに変化させる方策のひとつであるという提案を行った。
本稿での提案は，観光研究と社会心理学の領域における多くの知見に依拠しているも
のの，理論的検討に基づくものに過ぎない。したがって，今後この提案が現在の状況に
おいて適切なものであるのかどうかを検証するための調査が必要となる。そして，その
ような調査を行なっていく上で，どのような概念をどのように操作的定義して実際の調
査項目としていくのかについては，十分な検討が必要となる。一例を挙げるとすれば，
観光客に対する住民の認知と態度に影響を与える独立変数としての「過去の旅行経験」
としてどのようなものが妥当であるのか－TUH のように客観的に測定可能な旅行の頻
度や訪問地の数なのか，それとも「連帯感」のような住民の主観的認知に依拠する変数
なのか－，そして，それらを測定するために適切な方法を吟味していく必要がある。次
稿において，こうした調査の設計や得られたデータの分析から導かれる結論について述
べたい。
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